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仙台市人口予測
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群馬前橋市
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札幌市の年齢別人口変化
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函館市の年齢別人口変化
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群馬県桐生市の人口予測
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2035年までに何が起きるか
確実な予測
① 学校の統廃合→廃校活用
② 大學の大量倒産→社会人教育で生き残るには立地が決定的
③ 産科・小児科医師のなり手不足、病院の倒産
④ バス・鉄道の通勤客減少→便数減、路線廃止は既成事実→取り残される住宅地
⑤ 外食産業の競争激化、
⑥ 結婚式場の倒産→老人ホーム、葬儀場等への改修
⑦ 大型ショッピングセンターの整理
⑧ 廃屋事業所の散乱 既に熊谷から高崎に至る17号線は廃屋街道だ。
⑨ 自動車販売は輸出依存、国内販売・修理は縮小へ
⑪ 老人居住施設の不足、生涯未婚者の増加が施設不足をさらに加速
⑫ 墓地の不足 他

そこで住宅は？ 土地価格は？
非木造共同住宅の大量空き家化は既に現実の課題
分譲集合住宅ストックはスラム化する？新規供給する分だけ余る？
単身居住が増える？
地価が下がれば建て替えはできない？
地方の都市再生はできる？
東京のマンションは安泰か？ 超高層住宅は生き残れるか？
競売不調物件の蓄積。競売準備にも金がかかる。廃屋ビルの処理を誰がする。
住宅を社会保障の一環とする好機

右図 前橋中心街

左図 前橋市中央商店街、自転
車走行禁止だが

中心街の再生は必要か？

中心市街地には借家人が住まない。
戸建て持ち家は単身老人ばかり

商工費を多額に投入し
ても通行人が居ない

複合ビルの悲劇１
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熊谷市内に建つマンション。下3層はスーパーとクリニックが入っていたが、15年前に
スーパーが倒産、管理費の滞納金3億円、固定資産税滞納金1億円。競売でも落ちな
い。上の住宅３LDK96戸は大規模修繕できず。持ち主は多くが脱出

複合ビルの悲劇２
平面複合ビルの幸運、
店舗部分を撤去決議、平置き
駐車場へ

犯罪の巣窟、ヤクザ、住民が知ら
ない内に敷地の一部が売却、
次々生じる理事の不正

居住者の半分は借家、オーナー
居住者の2割が単身高齢者、

高崎市の市街化調整区域に
建つマンション、手前駐車場
は地元業者が賃貸ししている
駐車場

南側の図、市街化調整区域
は開発自由特区？、店舗、
工場、戸建て何でもあり

老朽社宅（前橋市郊外
建て替え前）

建て替え後

忙しいため食事が出来なかったほどの多
かった客が、今は食事代も出ない売り上げ

管理組合は崩壊
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この超高層写真はパクリです
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軽自動車保有率
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高崎駅から歩いて4～5分のマンション。2棟で48

戸だが、空室が半分以上。理由は駐車場が無い
から。左写真は手前の建物の郵便ボックス。空室
が目立つ。一度も大規模修繕なし。今後も不可能
で老朽化が進んでいる。単身高齢者ばかりでいわ
ば限界マンションに相当する。

平成20年4月に
東京の管理会社
が倒産。修繕積
立金戸当たり60

万円持ち逃げ。

左のマンションは高崎市の最中
心地に建っている。88戸中30戸
しか人が居住していない。理由
は駐車場が無いため。群馬県で
は老朽化して空室化するのでは
なく、空室化が先行して、老朽化
が進む。この建物の保全状態は
良い。特定者ワンマン管理

上の写真の左側にこのマンショ
ンがある。とにかく中心街には人
が歩かない。自動車乗り入れ禁
止にすると客は来ない。

これでは工場の上に建っているようなもの。景
観・緑なぞ糞食らえだ。足元は子供の危険区
域、時限爆弾つき分譲だ。

機械式（3段）駐車場は２００％で料金徴収無をセールスポイントにした詐欺まが
いの物件。7年経過した頃から機械の故障が頻発するはず。不良販売をするこ

のデベロッパー、シーズクリエイトは倒産した。時限爆弾付分譲だ。こんな手合い
は県内では多い。緑がない。

都道府県別1960年のDIDs人口密度(横軸　人／]k㎡）別2005
年DIDs人口(縦軸　人／k㎡）比較
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DIDs地区は人口密度の高い基本
単位区（原則として人口密度が1k
㎡当たり4,000人以上が隣接してい
ること。かつそれらの地域の人口
が平成17年国勢調査時に5,000人
以上を有することと定義されてい
る。
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図５　群馬県のＤＩＤ地区の人口密度（人／ｋ㎡）とＤＩＤ面積（ｋ
㎡）の経年変化ただし(  )内数字は前橋市の密度（12年国勢

調査と16年都市計画年報より作成）
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市街化調性区域の開発許可は麻薬に近い。一時的には魅力的であるが長い間服用す
れば都市を重病に陥れる。 インフラ整備の公共投資に追われる。都市をコンパクト化す

れば、今度は郊外が荒廃する。人口減少は市街地を空洞化するか、市街化調性区域を
空洞化するか、あるは両方を荒廃させるか不確定。もはや手遅れか。

自家用乗用車数2005年(人口1000人当たり) 運輸統計
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製造従業者割合減少率（対全従業者数）H3-H16
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距離帯別非木造共同住宅空き家率と全住宅の空き家率比較および距離帯
別非木造共同住宅比率〔平成15年住宅土地統計調査結果の再集計）
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図13 立地別訪問介護給付額比率（対全給付額、各自治
体ホームページ15年統計欄から作成）
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都道府県別世帯数別持ち家共同住宅数分布17年
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％ 単身者の住宅取得は国

際的観光都市の影響か

単身者の住宅取得

マンションの成立と存続の困難地域
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都道府県別の平均床面積別持ち家共同住宅世帯と一般住
宅世帯の平均家族人数
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持ち家共同住宅世帯比率ランク別時期別持ち共同住宅単身世帯
率17年
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平成17年持ち家共同住宅単身世帯率 平成12年持ち家共同住宅単身世帯率

持ち家共同住宅世帯12-17年増加率

A=1.5％未満(13県）、B＝1.5-2.0％(8）、C=2.0-4.0％(11)、D=4.0-10.0％(9)、
E=10.0-20.0%(5)、Fは東京都のみ17.6％　　持ち家共同住宅世帯比率は平成17年
の比率で分類（12年、17年で対象群の入れ替えはない）。持ち家共同世帯率が12-
17年で上昇すれば単身率は低下するかに見えるが、実際は大きく上昇している。

7.1

5.1 3.8

4.1
3.8

9.0

4.7

棒グラフ、単身世帯
率％、データー数字は
単身世帯率上昇％

折れ線グラフ、持ち家共
同住宅世帯増加率（対12
年）％

東京都の平成17年男性生涯未婚率

  ～ 15.28
 15.28 ～ 17.01
 17.01 ～ 18.54
 18.54 ～ 22.76
 22.76 ～  

東京都の平成17年女性生涯未婚率

  ～  6.35
 6.35 ～  9.05
 9.05 ～ 11.86
 11.86 ～ 15.55
 15.55 ～  

東京都における人口1000人当たり社会施設入所者数

  ～ 3.5
 3.5 ～ 4.5
 4.5 ～ 5.9
 5.9 ～ 9.6
 9.6 ～  

東京都持ち家共同住宅世帯あたり平均家族人数

  ～ 2.15
 2.15 ～ 2.40
 2.40 ～ 2.53
 2.53 ～ 2.65
 2.65 ～  

図の注釈 社会施設には
児童保護施設のほか、特別養
護老人ホーム、グループホー
ム、ケアハウス、有料老人
ホーム等を含む。高専賃、ケ
ア付き分譲マンションなど国土
交通省管轄の住宅系施設を
含まない。居住人員は70540

人だから高齢者が大半。

●

●

●

図の注釈

●印の地域は
持ち家共同住
宅が少なく色分
け除外地域

販売時から単身者が多いマンションに適正管
理と良好なコミュニテイー形成を期待できるか

 市街地の空洞化が進む地方都市で、いくら管理の強化を
訴えてもマンションストックは生き残れない。新築の済み捨
て

 東京の都心区のマンションが単身者のねぐらに化せば、
適正な管理が困難になりやすい。管理組合管理の限界に
突き当たりやすい。

 縮む大都市圏の中でも、開発最前線（バス便）が後退した
後に残された地域はたそがれる。マンションストックは管
理努力と無関係に市場競争から脱落しやすい。

 市場に委ねたまちづくりで、商品化住宅の選択だけでは
良好な街づくりが出来ない。人口減少社会に対応する都
市像と達成するための仕組みづくりが必要。

 人口減少への危機意識共有とコペルニクス的大転換が必
要

非木造共同住宅空き家率（15年）別持ち家共同住宅比率（17年）

y = 1658.7x-2.1415

R2 = 0.4089
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